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CLIL 導入の目的と実施形態
WHY and HOW of Implementing CLIL
沖　原　勝　昭
OKIHARA Katsuaki
Abstract
This study aims to clarify what is meant by the acronym CLIL, to investigate why and 
how CLIL has come to be implemented over the world in recent years and to discuss 
implications and insights for ELT in Japan based on the CLIL experiences overseas. The 
main focus is on the rationale for CLIL implementations in school education around the world 
and on how European CLIL has been transformed and practiced in East Asia. 
本論 1 では，近年外国語教育において注目されるようになった CLIL について，はじめにその
概念を定義し，つぎに世界各国で実施されている類似の教育方法との違いに言及しながら，
CLIL の導入目的と実施形態の関係を明らかにし，最後に CLIL が日本の英語教育に与える意味
合いを考察する。
1．CLIL の定義
CLIL（Content and Language Integrated Learning）とは何か。まず，その定義を試みるが，
関係の文献や実践例をみると定義することは容易でない。ヨーロッパ起源のこの教育形態は，欧
州評議会（Council of Europe）が 1994 年にこの名称のもとに積極的に推進することを決定して
以来，世界各地に普及しているが，それに伴って，定義は拡散し，現在も定まっていない。そ
の結果，語感の斬新さも手伝って，特に北米では，CLIL はしばしば「第二言語（L2/SL）で行
う教育」の総称として用いられるようになり，語義の曖昧さに拍車をかけている。
ともあれ，ヨーロッパにおいて共有されている定義（Dalton-Puffer et al. 2010; Llinares et al. 
2012）をまず踏まえておく。Content（内容）とは外国語科以外の教科で教える内容であり，
Language とは外国語（foreign language: FL）であり，学習の目標となる言語であると同時に，
教科を教えるための授業用言語（medium of instruction）として用いる教育方法である。CLIL
1　本研究は，JSPS 科研費（基盤研究 C，課題番号 24520672，研究題目「英語の教科学習言語化が及ぼす
教育的影響：東南アジア地域における CLIL の動向調査」）を受けて実施したものである。
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とは，数学，理科，社会科などの教科の教育を教科担当の教員が外国語で行う形態をとり，そ
れによって言語と教科内容両方の学習を統合させることを目指す教育方法である。さらに，生
徒はすでに母語（L1）の読み書き能力を有しており，その読み書き能力を FL に転移しようと
していること，時間割上は教科としての「外国語」の時間を確保した上で，生物や音楽などの
教科の時間で CLIL が実施されること，特に小学校では CLIL を有効な FL 教授法とみなす傾向
にあることなどの特徴を有す。本稿では，CLIL の定義として，ヨーロッパにおいて実践され
共有されているこの概念を採用し，CLIL またはヨーロッパ CLIL と呼ぶことにする。
それでは，CLIL という新しい用語を必要とするに至った新しい状況とは何であろうか。そ
れは，外国語教育の成果をより高める必要が出てきたことである。この教育的要請はヨーロッ
パに留まらず，近年，東南アジア諸国でも顕著になっている。この地域でも，国語（national 
language）による教育が確立している国で敢えて外国語を用いた教科指導を求める社会的な要
請が出てきている。その結果，ヨーロッパの社会言語的環境において誕生した CLIL が近年東
南アジア諸国に移転されるようになった。もとより，このような教育の移転には複合的な要因
が絡んでいるが，全世界的な「教育の英語化」が大きな加速要因であることは否めない。
母語以外の言語（additional language）で行う教育方法や二言語教育（bilingual education）
自体は決して新しいものでなく，従来第二言語（SL）環境で行われていた教育形態である。そ
の環境とは，何らかの事情（例，国語が文字言語を持たない，公用語の選定ができないなど）
でその国の国語（＝多くの国では，大多数の学習者の L1 と同一）が教育の場で使用できない
というものであった。つまり，L1 以外の言語に依存しなければ教育そのものが成立しない環境
であった。しかし，言語的に自立した国（＝ FL 環境）において外国語を介した教育が実践さ
れようとしている点が CLIL に特有の新しい潮流である。
1960 年代から実践されてきたカナダの Immersion Program は，教室での指導方法や学習方
法を見る限り，CLIL と見分けがつかない。両者の共通項は，L1 以外の言語で行う教育という
点であり，両者とも教育の場で 2 つの言語を用いる点で二言語教育の範疇に入る。しかし，
Immersion Program では学習目標となる言語が同国の一方の公用語であるフランス語であり，
教師の多くはフランス語の native speaker（NS）である。すなわち，言語環境としては，典型
的な SL 環境である。それに対して，CLIL では，学習目標となる言語はその社会において機能
していない言語，つまり外国語（FL）を用いるという点で FL 環境である。さらに，CLIL 担
当の教師はその外国語の NS でも言語教師でもなく，数学や理科といった教科の教育を専門と
する教師である。英語を例にとって説明すると，通常 ESL 環境で行われる教育方法（非母語を
通した教育）を EFL 環境に移転しようとしている施策であり，CLIL 普及の特異性はまさにこ
の点にある。
現実の教育実践の場においては，CLIL の定義はそれほど厳密ではなく，その実施形態は図 1
が示すように，複数の教育プログラムを包含する総称として用いられることが多い。下図にお
いて，I. European CLIL はヨーロッパ原型であり，hard CLIL とも呼ばれる。それに対して，II. 
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Content-based Approach は，soft CLIL とも呼ばれる。I は教科内容寄り（content-driven）の，
II は言語寄り（language-driven）の特徴をそれぞれ体現し，これら二つの要素の相対的な強調
度により，類似の教育プログラムはこの両極間のどこかに位置づけられる。なお，図中に挙げ
てある中間の英語プログラム名は例示のためであり，厳密な位置づけではない。
2．CLIL の実施状況
CLILは特に21世紀に入って多くの国や地域に拡がっている。類似のプログラムも含めて，そ
の普及状況を概観する。
（1）東南アジア諸国
ヨーロッパ起源のこの教育プログラムを東南アジア諸国に移植しようとする試みは 2000 ～
2010年にかけてBritish Councilが中心になって推進している。東南アジア諸国ではおしなべて
英語の早期教育が定着しており，ほぼどの国も小学校の低学年から教科として英語を教えてい
るが，実は，小学校での英語教育（Primary English Language Teaching: PELT）は CLIL 推
進政策から派生した流れとなった経緯がある。British Council East Asia主導のCLIL推進策と
して，PIP（Primary Innovation Programme）Seminar が 2007 年にホーチミン市で，翌 2008
年にバンコクでそれぞれ開催されており，タイ，インドネシア , ベトナム , 韓国，日本などの
11 カ国が参加している（British Council 2008）。インドネシアには，2008 年 British Council の
関係者が CLIL 導入の地慣らしとして訪問し，シンポジウムや研修会を開催して，CLIL の情宣
活動を行っている（Clegg 2007）。このように，CLIL と PELT は連動していることがわかる。
まず，上述した British Council 主導のプロジェクトに参加している国で，この地域の代表的
な EFL 国であるタイ，インドネシア，ベトナムを取り上げ，各々の国でどのように実施されて
いるかをながめてみる。その動向をまとめたものが表 1 である。
図 1：CLIL の包摂範囲
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この地域での CLIL は国によって名称が異なるので，それらの総称として English Bilingual 
Education（EBE）が採用されている（Johnstone 2010a）。東南アジアで EBE の実践歴のもっ
とも長い国はタイである。その実践は English Program（EP）と呼ばれ，主要科目のうち 5 教
科を英語で教える形態である。より小規模にしたものとして，主要 3 教科を英語で教えるプロ
グラムがあり，それは Mini English Program（MEP）と呼ばれる。これらの教育プログラムは
小学校から高校レベルで実践されている。タイでの実践形態の特徴は，同一学校内でタイ語と
英語のプログラムが平行して実施されるもので，生徒にはどちらかのプログラムを選択させる
制度になっている。
つぎに，EBE の導入を検討しているのがインドネシアである。この国では，CLIL を English 
Medium Math and Science（EMMS）と称しているとおり，英語で教える教科を数学と理科に
絞り，中等教育段階での導入を目指して準備している。タイと異なり，インドネシアでは，
EMMS はその学校のすべての生徒を対象にして実施するもので，まずは，数学と理科の教師が
英語で授業ができるように，英語教員の支援により準備を進めている。
ベトナムでは CLIL の実施準備はまだ緒に就いた段階で，実際のプログラムは存在していな
い。少数の国際学校において，在留の外国人を含む生徒を対象にした英語による授業が実施さ
れているのが現状である。
東南アジアの EFL 国では，CLIL/EBE の本格的な導入には教員の確保が前提条件となる
（Johnstone 2010a）。タイでは English Program の担当教員のほとんどを英語国からの native 
speaker 教師で賄おうとしているが，適格者を確保することには困難を極めており，そこから
多くの問題も派生している（Okihara 2014）。そのために，窮余の策として，周辺の ESL 国，主
としてフィリピンから教員免許保持者を採用している学校も少なくない。それに対して，イン
ドネシアは自国の理数系教員に英語運用力と指導力を養成する方針を打ち出している。2013年
の時点で，ジャカルタ市内には，数学科教育課程に在籍する教育学部学生を対象にした英語
CLIL コースを開設している専門学校が散見された。同国文部省の EMMS 推進政策に対応しよ
表 1：東南アジアにおけるCLIL の実施状況
（Johnstone, ed. 2010b）
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うとする民間の動きがすでに開始されていたのである。インドネシアにおいても EMMS の成
否はどれだけの有資格教員を国内で養成できるかにかかっている。このような事業が短期間に
実現できるとは考えられないので， EMMS の見直しが必要になってくるのかもしれない。2
最後に，マレーシアに目を転じてみたい。この国はかつて英領国であったために英語のイン
フラが整っていることから通常は ESL 国に分類される。また，歴史的な経緯により多言語国家
となったマレーシアでは，言語毎につぎのような教育目標が掲げられている：
・英語：国際貿易，ビジネスなど国際的な分野で活動できるようにすること
・国内言語（マレー語 , 中国語，タミル語）：文化的な identity の確認と民族的な結束の維持
マレーシアにおけるこれまでの授業用言語の変遷をながめてみる（Hashim 2009）。独立前に
は多言語で教育が実施されていたが，その後，マレー系国民学校ではマレー語で，中国系とイ
ンド系学校では中国語とタミル語で，理工系科目は英語で，それぞれ教えるという機能の分担
があった。1970 年代には，いわゆる Look East 政策を立ち上げ，国語であるマレー語（Bahasa 
Malaysia）を重視するマレー化を進めたために，英語を一教科として教える EFL 寄りに方向を
転換したが，その後再度英語重視政策に転じ，英語を授業用言語として使用するようになった。
具体的には，2002 年，数学と理科について授業用言語を英語に切り換えた。英語重視政策に転
換した理由として，それまでの 30 年間，マレー語重視，英語軽視の教育により国民の英語力が
低下したことと教材のマレー語翻訳が需要に追いつかなかったことがあった。この決定には賛
否両論が闘わされ，全国民の注目を引いた。しかし，その後理工系科目の成績が芳しくないと
の理由で，再びマレー語に戻すべきとの意見が強くなり，現在論争が続いている。文部省は理
工系科目の授業用言語をマレー語に戻すとの案を 2009 年に発表し，2012 年から実施している。
このことは，過去 40 年間の民族統合は失敗したという意味であり，今後民族分離の兆候が見て
取れるという。たとえば，MARA Science School や Universiti Teknologi Mara はほぼマレー
系学生だけになっている。
このように，マレーシアの英語教育は ESL 的施策と EFL 的施策の間で揺らいでいる。現在
は EFL 寄りに戻りかけており，英語 CLIL を採用しようとしている段階である。ヨーロッパ諸
国以上に英語のインフラが整備されているマレーシアでは，英語運用力を有する理数系科目の
担当教員の確保は比較的容易であり，英語 CLIL の実施には大きな支障はないであろう。この
点が東南アジアの EFL 国と大きく異なる。マレーシアの場合，英語の社会的な機能と学習環境
はカナダの Immersion Program の環境に近い。
（2）EU諸国
CLIL 発祥の地であるヨーロッパでは，ヨーロッパ評議会が主導して，本稿冒頭の CLIL の定
義に沿った教育プログラムが実践されている。つまり，外国語による教科指導であり，その外
2　筆者が 2013 年 9 月に訪問した際に，Atma Jaya 大学の英語教員をはじめ数人の英語教育関係者から得
た情報によると，インドネシア文部省はこの EMMS 推進政策を中止することを決定したとのことである。
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国語とは事実上英語となっており，CLIL は別名 Content and English Integrated Learning
（CEIL）と呼ばれるほどである。ただし，ヨーロッパ諸国では，EU の言語政策として，域内
の加盟 27 カ国においては，母語以外に最低 2 言語を学習させる教育制度になっており（“1 + 2 
policy”），CLIL を実践する土壌はできている。さらに，1999 年，ヨーロッパ全域に統一的な大
学の枠組を確立することを目指して発表されたボローニャ宣言により，高等教育の流動化を促
進する政策が各国において奨励されていることもあり，初等教育から高等教育に至る教育段階
において，授業用言語を英語とする施策は一層積極的に進められている。ヨーロッパ諸国の大
学間で教員の交流と学生の留学が近年活発に行われるようになったのはこのような言語教育政
策の結果である。以上のような社会的，教育的，言語的要因により，ヨーロッパ諸国の教育の
現場では，CLIL の実施を可能にする条件は整備されている。
筆者は，2012 年 10 月に，オーストリアのグラーツ市（Graz）にある，欧州評議会の言語教
育部門である European Centre for Modern Languages（ECMR）を訪問し，CLIL 関係の研究・
実践情報を収集することができた。その際に，CLIL 実践校として Graz 市内にあるキリスト教
系教育大学（Kirchliche Pädagogische Hochschule）の紹介を受けたので，同大学附属の小学校
における英語 CLIL 授業を参観することができた。この学校では，通常の「外国語としての英
語」と「CLIL 英語」の 2 科目が併設されていた。参観した後者の授業は多分に実験的な試み
ということもあって，担当教員は一定レベルの英語力を持った小学校教員のほか，CLIL の指
導法を研究している大学の英語教員であった。内容としては，空間図形（3D Shapes），四季と
森林（4 Seasons and Forest Trees）など，算数や理科の内容が，専門用語（e.g. sphere, cone, 
trunk, branch）の指導を中心に行われていた。その意味では，従来からある Content-based 
language teaching と呼ぶにふさわしい形態，つまり，言語寄り（language-driven）の特徴を有
する授業であった。
（3）北米
学習者の母語以外の言語で教科指導を行う教育，つまり L2 による教育に関する限り，その
歴史と実績をもっとも多く有している地域は北米である。中でも，カナダにおける Immersion 
Program は輝かしい成功を収めた教育プログラムとして，いまでは第二言語習得論（second 
language acquisition: SLA）の主要な研究フィールドになっているほどである。フランス語が
優勢な州であるケベック州において，1960 年代に開始された英語系住民の子弟を対象にしたフ
ランス語による教育であり，フランス語自体の習得とともに，フランス語を通した教科学習が
目標とされた。学校生活でのフランス語への接触量に応じて，full-immersion, partial-immersion
など細分化された複数のプログラムが存在している。この名称に含まれる ‘immersion（＝水に
浸けるように，その言語に浸らせる）’ という語が示すように，目標言語を使って学校生活を送
らせることを徹底した教育方法であり，ほぼ例外なく言語習得と教科学習の両方において画期
的な成果をあげたプログラムとして，1980 年代以降世界的に注目を浴びるようになった。しか
し，この教育プログラムは，ヨーロッパ CLIL とはつぎの点で異なる。ひとつは学習目標とな
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る言語は公用語であり，言語教育コンテキストとしては目標言語が社会で機能している SL 環
境であることが指摘できる。そのため，学習目的は明確となり，それは教える側の意欲にも学
ぶ側の意欲にも反映される。何よりも，修了後の学習者の identity，つまり「カナダ人意識」へ
の影響は問題にしなくてもよい点である。また，多くの教員は英仏の二言語使用者であり，フ
ランス語の native speaker でもある。
二言語教育の分野では長い歴史を持つアメリカでは，1968 年の Bilingual Education Act の成
立以来，主としてアメリカ原住民（native American）の言語と伝統文化の保持のために，少数
民族言語と英語を用いる二言語教育が実施されてきた。しかし，言語教育環境としては ESL 環
境での英語プログラムであり，目標言語が外国語でないことと，担当教員が英語の native 
speaker である点において，ヨーロッパ CLIL とは異なる。移民や留学生を対象とした ESL プ
ログラムにおいては，1980 年代から多くの学校や大学において Content-based Approach が取
り入れられているが，やはり二言語教育の場合と同じ理由で，ヨーロッパ CLIL とは一線を画
するものである。
3．CLIL 導入の目的と実施形態
学習者の L1 以外の言語で教育を行う理由や目的を以下にまとめてみる。
（1）外国語教育の振興策
ヨーロッパ CLIL が公教育に持ち込まれた背景には，外国語教育の成果に対する不満や失望
感があった。費やした時間と労力に比べて期待される成果をあげ得ない外国語教育を改善する
ため，というのが CLIL 導入の発端となった理由である（Dalton-Puffer et al. 2010）。たとえば，
スペインにおける CLIL 導入の契機はやはり FL 教育の成果への不満があった。そのような不
満を解消して，学習者の外国語能力のレベルアップを図るためには，外国語との接触量を増す
ことがまず考えられた。その方法として，外国語科以外の教科で外国語を使用することが検討
された。ヨーロッパ諸国においては，英語運用能力は英語教員以外の教員にもかなりの程度行
き渡っており，他教科の指導に英語を取り入れることはそれほど抵抗なく受け入れられた。つ
まり，ヨーロッパ域内であれば，教育界には英語使用者を見いだすことはそれほど困難ではな
いという土壌がある（Llinares and Whittaker 2010）ということである。
（2）教科学習の充実
CLIL 導入のもうひとつ理由として，英語で他教科の指導をすることから得られる利点があ
げられる。ヨーロッパ CLIL の実践現場では，授業のすべてを英語で教えるという形態に拘ら
ず，生徒の L1 と英語とを適宜授業で併用することことが目指された。教師の指示はできる限
り英語で出すが，生徒には L1 を使うことを認めるし，時に教師の側から英語の用語の意味を
L1 で確認することもある。2 つの言語によるこのような教科指導には教育的利点があると考え
られている。具体的には，L1 で学習した教科内容を外国語で再学習することによって，学習し
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た内容の理解と知識を一層定着させ深化させることができるとの期待である。さらに，教科で
用いられる専門用語について，英語の相当語を追加することによって，教科学習をより豊かな
ものにすることができ，ひいては知的活動の基礎となる「学習言語」（academic language）（バ
トラー後藤 2011）の習得へと繋げていくとのねらいもある。FL 用語は，ヨーロッパ言語内で
は同根語も多く存在するので，二言語の用語を知ることによって，生徒の言語知識は豊かなも
のになるという考え方である。また，すでに L1 読み書き能力のある生徒に対して CLIL を導入
することによって，その読み書き能力を積極的に L2 に転移させるとの意図もある。3
しかしながら，このように CLIL 導入の土壌が整備されているヨーロッパにおいても，外国
語を用いて行う教育に問題がないわけではない。つまり，CLIL 方式は決して万能薬ではあり
得ないのである。たとえば，ノルウエーでは，英語を授業用言語にした講義に対して学習困難
を感じる大学生は少なくないという（Hellekjar, 2010）。CLIL 授業ではその教科特有の専門用
語の習得が大きな目標となるが，そのような学習言語の習得については L1 でも困難を感じる
生徒が少なくない（Llinares and Whittaker 2010）のであるから，外国語で行う授業について
はなおさら多くの困難さを伴うことは想像に難くない。このような限界を認めながらも，ヨー
ロッパの学校教育では，一教科（外国語としての英語）の指導の効率をあげるために，他の教
科の英語化が進行していると言える。
（3）複数言語国における公用語教育の充実
カナダにおける Immersion Program は基本的に公用語教育の充実という目的の下に実施さ
れた。また，アメリカにおける二言語教育は，少数民族の言語・文化を保持し，同時に多数者
の言語である英語の基礎的読み書き能力（literacy）を養成するための方法として法制化された。
したがって，学習者の L1 以外の言語で行う教育という点では共通していても，CLIL と
Immersion program や bilingual education とはその目的において基本的に異なるのである。そ
れに応じて，担当教員も授業形態もそれぞれ独自に発展してきたといえる。
（4）英語CLIL の特異性
ヨーロッパ CLIL は目標言語として英語を想定していることはすでに述べたが，CLIL 台頭の
背景には世界の言語教育勢力図における英語への一極集中という現象がある。すなわち，CLIL
の世界的な普及には英語が基軸言語となっている点を見逃すことはできない。ヨーロッパにお
いては，すでに述べたように，域内で英語は重要な交流の手段になっている。また，東南アジ
アの EFL 国においても，グローバル化への対応策として，英語教育を一層充実し，拡大させる
施策は説得力を持っている。以上述べてきた CLIL および類似の教育プログラムの特徴を整理
したのが表 2 である。
3　たとえば，Graz の小学校では，空間図形を教材として取り上げ，英語の用語として face（面），辺（edge），
円錐（cone）などを教える中で，適宜，生徒の L1 であるドイツ語の相当語（face=Fläche, edge=Seiten, 
cone=Zapfen）も言わせて，2 言語間の語彙関係を確認していた。
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しかしながら，このような英語優先政策に警鐘を鳴らしたり，一定の歯止めをかけようとす
る動きも現れている。過度の英語依存は国民意識（national identity）を希薄にするのではない
かとの不安も表明されている。そのような危惧を払拭するために，たとえば，タイやインドネ
シアでは，英語 CLIL プログラムを編成する際には，指導内容が国家基準に準拠していること
を義務づけている。さらに，ASEAN では，共通の英語規制策として，英語 CLIL の開始学年
を初等教育の第 4 学年以降とすることを申し合わせている（Hadisantosa, 2010）。一方，マレー
シアのような多言語国家における複数言語による教育（= 生徒の L1 と英語の併用）には弊害
があるとする見方も表明されている。つまり，二言語併用の状況ではどちらかの言語が優勢，有
利となり，階級分離，民族感情の抑圧，社会の格差拡大などの誘因となるといった意見（Hashim 
2009）である。近年東南アジアは全地域的に「英語化」されつつあり，教育もそれに応じて「英
表 2：CLIL とその他の教育形態の違い
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語化」が一層進展していることが認められる（Graddoll 2010）。このような流れの中で，自国
の言語・文化と国民意識をいかに維持していくかも大きな課題として浮上している。
4．CLIL と日本の英語教育
授業用言語として外国語を使用することは，すでに明治初期の高等教育の場で実践されてい
た方法である。この方法は近代教育を担うべき教員も教材もない状況では，選択の余地のない
唯一の方法であった。明治維新後のしばらくの期間は，外国や外国語に依存しなければ教育そ
のものが成り立たない状況に日本は置かれていたということである。その後，日本語に新たな
語彙を加えることによって，近代教育の用に耐えうる言語（＝国語）に改造することに成功し
た日本は，やっと自前の教育を実施することが可能となった。このように言語についての近代
化に成功し，すべての教育を自国語で提供できるようになった国はわずかしかない。
このような歴史を振り返れば，CLIL の導入は，国語による教育から外国語による教育へと
逆行することでもある。英語教育の成果への不満の高まりとともに，現在，わが国でも CLIL
は英語教育界，ひいては教育界全体で，注目を集めつつある。
日本の小学校から大学までの英語教育に対して，CLIL の普及はどのような意味合いをもつ
のであろうか。また，英語教育の充実のために，海外の CLIL 実践からどのような教訓を引き
出すことができるのであろうか。CLIL が提起している教育的検討事項として以下の 4 点をあ
げる。
（1）「書きことば」の重視
CLIL の登場により，再評価を促される点は，教育における「書きことば」と「読み書き能
力」重視の考え方である。現在の英語教育の趨勢は，「コミュニケーション能力養成」のもとに
限りなく「話しことば」重視の方向へと向かっている。CLIL はこの流れに疑義を呈し，学校
の英語教育の中身はどうあればいいのかを再考する契機を与えてくれている。CLIL でいう「教
科内容」とは，各教科で定着している専門用語に象徴される学習言語（academic language）で
ある。学習言語は，主として「書きことば」で用いられる語彙と構文から成ると考えられるが，
それは日常言語とは違い，意識的な習得努力と思考力が求められる言語である。他の教科で用
いられるこのような言語と概念を英語の授業でも教えることは，学習者に学習する意味と現実
感を持たせることができる。さらに，学校教育の重要な目的のひとつとして，教科横断的に「学
習言語」に習熟させることと捉えると，CLIL の導入によって英語教育を学校教育の目的によ
り沿ったものにすることになると考えられる。
L1 による教育が高度に発達し，海外の情報は即刻 L1 に翻訳できる態勢にある日本において
は，CLIL の本格的導入への動機は極めて希薄であるし，その必要性も低いことを考えると，上
述の視点は，現在の英語教育を部分的に修正・是正できる範囲内であり，CLIL が投げかける
重要な検討課題である。
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（2）小学校の英語教育への示唆
ヨーロッパ CLIL と東南アジア EBE などの現状から学べることとして，各教科内容の専門性
がそれほど高くない小学校段階において実施するのが現実的である。CLILの導入というと，「英
語を授業用言語とする」ことに焦点が当てられがちであるが，それよりも，他教科で学んだ内
容を英語で再学習させることを心がけて，たとえば Content-based Approach の実施が考えら
れる。そのためには，どの教科のどの単元か，どの用語かについての綿密な教材選定の作業が
必要となってくる。さらに，教材の学年毎の配当と学年内の配列についても専門的な知見が求
められる。
英語教育は，英語という言語の特徴を教えること以外には教える内容が定まっていない，い
わば無内容（content-free）の教科という宿命を背負っている。特に初等教育の段階では，「言
語的特徴」だけの内容では授業は成り立たない。その意味では，CLIL 的要素を取り入れるこ
とは実行可能な部分修正になり得る。上掲（1）「書きことばの重視」で述べた理由により，CLIL
の導入は学習者に英語を学ぶことの意味を実感させることに繋がる。
（3）日本人としての「国民意識」の保持
CLIL を日本の公教育に本格的に導入することを想定したときの検討事項である。現状では，
CLIL なり二言語教育は，例外的にその環境が整備された特殊な学校，たとえば私立の国際学
校，でのみ実施されている。そのような学校では，生徒の「日本人としての国民意識（Japanese 
identity）」の形成に及ぼす影響に配慮する必要がある。もっとも，加藤学園における研究
（Downes 2001）では、同校の英語 Immersion Program で教育された生徒の「日本人意識」は
一般校の生徒より強く保持されていたとの興味深い結果が出ている。一方，同種の別の学校で
は，生徒の日本人意識の問題は不問に付したままにして，英語 Immersion Program を継続し
ている。4
以上は一部私立学校の例外的な教育実践であること，生徒も保護者も全員この教育プログラ
ムに同意していることを考慮すれば，特に問題視するまでもない。しかし，この試みを公教育
に拡大しようとする場合，アセアン諸国におけると同様の歯止めや規制が必要となる。
（4）大学での英語CLIL
英語との接触量を増す目的で CLIL を大学で実施するとすれば，たとえば，心理学，経済学
などの科目を英語で講義することが考えられる。また，ヨーロッパ CLIL の定義からははずれ
るが，英語専門学科・学部において，英語を用いて講義や演習を行うことは大いに奨励される
べきことである。このような取組は教員個人レベルではすでに行われているし，特に自然科学
系の科目については，一部の大学ですでに本格的に実施されてもいる。
近年東南アジア諸国では CLIL 担当教員の需要が増しており，シンガポールにある SEAMEO 
4　2007 年 10 月，筆者が群馬国際アカデミーの Open School に参加し，同校の責任者から聴取した情報で
ある。
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Regional Language Centre では，その需要に応じるための現職教員を対象とする CLIL コース
が開設されているが，教員と学生とのインタラクションを取り入れた英語指導法については応
用言語学者が担当している点など（Okihara 2014），大変参考になる。いずれにしても期待され
るような成果をあげるためには，教員と学生の英語運用力レベルの正確な把握，授業中の日本
語と英語の使い分けについての原則，既知の内容が英語で再学習され理解が深化するようなカ
リキュラムの順序性の確立，などについての十分な検討と準備が求められる。
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